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公民館の指定管理者制度の導入後の状況 令和元年５月２１日

生涯学習部生涯学習振興課

１ 経費の再配分の状況

（１）導入後の経費の比較

指定管理者制度の導入により、公民館にかかる経費の再配分を実施。

教育振興財団が管理運営を行うことにより人件費を削減し、報償費、図書購入費は約２倍、修繕料

は直営（教委施行分）も含め約４倍を確保することで、市民サービスの向上に努めている。

（２）－１ 職 員 の 配 置 状 況

①雇用形態・年齢構成

指定管理者による職員採用により、比較的年齢の若い職員が増えた。

また、指定管理者により正規・契約職員など、柔軟な雇用形態がとられている。

（公民館主事の平均年齢：Ｈ２９年度＝５５．６歳、Ｈ３０年度＝５２．５歳 Ｒ元年度＝５３．８歳） 6 3

②社会教育主事有資格者等の配置・職員の資質向上

（２）－２ 主催事業

（２）－３ 施設面における学習環境の整備

２ その他

令和元年度は計画ベースで８７４事業の実施を予定。

平成２９年度実績（７８７事業）と比較し、現代的課題への

対応や郷土意識の醸成にかかる講座を中心に、事業の増

加が見込まれる。

また、平成３０年度は千葉市・大学連絡会議での議論を

踏まえ、植草学園大学の公開講座を２公民館で実施する

など、新たな取組みにより、質の高い学習機会を提供して

いる。令和元年度実施についても、現在計画中。

令和元年度は、平成２９年度に比べ約４倍（教委施行分も含む）の修繕料を確保。市による改修等に加え、

指定管理者により機動的かつ迅速な修繕等が実施されている。平成３０年度はWIFIの整備を完了した。

（１）利用者の声

指定管理者が利用者アンケートを実施。指定管理者制度導入後の公民館について、約３割の利用者が「全体として

良くなった（やや良くなった）」と回答している。（アンケート実施日：H30.5.20～6.14）

件数 支出額 件数 支出額 件数 支出額 件数 支出額 件数 支出額 件数 支出額
実績額 9 8,467 163 9,605 20 27,769 599 65,028 15 1,485
予算残額 3,134 16 35,292 33,770
小計 9 8,467 163 9,605 30,903 65,028 35,292 35,255
総計 619件　95,931千円

Ｒ元年度（予定　5月現在）
生涯学習振興課 指定管理者

172件　18,072千円 70,547千円

Ｈ29年度
生涯学習振興課 公民館

H30年度（見込み）
生涯学習振興課 指定管理者

分野名 H29実績 H30実績 Ｒ元計画
家庭教育・家庭生活 281 305 129
現代的課題 119 148 202
趣味・教養 366 470 341
市民意識（郷土他） 9 21 69
ボランティア・人材育成 8 22 13
科学関連講座 - ‐ 89
指導者養成 - ‐ 20
その他 4 6 11

計 787 972 874

項目 人数 割合
全体として良くなった（やや良くなった） 515 28.5%
あまり変わらない 1,284 71.0%
全体として悪くなった（やや悪くなった） 9 0.5%

合計 1,808

人数
1 施設・設備・備品が良くなった 31
2 職員の対応が良くなった、 30
3 親切・丁寧、わかりやすい 12
3 清潔、整理・整頓されている 12

良くなったと考える理由（上位３つ）

（３）指定管理者による新たな取組み

平成３０年４月より新たに採用された財団

職員により、新たな取組みが行われている。

【黒砂公民館・宮崎公民館】

twitter、facebookによる受講者募集や

館の様子の配信

【小中台公民館】

館前面道路から見える場所に掲示板

を設置し、館の様等を伝えている。
黒砂公民館 twitter 小中台公民館 掲示板

指定管理者制度導入前後の職員年齢構成（公民館主事）
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年度当初 途中取得予定 年度当初 途中取得予定

社会教育主事 8 3 5 16 3 18 3 3 0 9 3

司書 3 0 3 7 0 8 0 1 0 7 0

Ｒ元年度（年度末までの取得予定含む）

教育振興財団
合計

振興課 公民館
合計

振興課 管理室 公民館

Ｈ３０年度

管理室 公民館
合計

4

1

9

6

Ｈ２９年度

振興課

教育振興財団
指定管理者制度

導入前後の

資格保有職員

配置状況

Ｒ元年度（指定管理＝財団職員）

定年前 再任用 新規 任期付 新規 継続 任期付

中核館長 6 6 課長級 6 4 2 6 1 4 1 主に行政ＯＢ
中核副館長 6 6 補佐級 6 1 4 1 6 1 1 3 1 主に校長ＯＢ
地区館長 41 41 校長・行政ＯＢ 41 41 41 41 校長・行政ＯＢ
公民館主事 30 24 13 13 新規採用1

9 公募採用 34 6 33 新規採用3、定年継続3
5 主に校長ＯＢ 18 12.5 継続

9 9.5 主に校長ＯＢ
社会教育指導員 6 6 校長ＯＢ 0 0

合計 127 42 33 52 127 14 42 21 50 127 14 8 40 14.5 50.5
↑公民館主事（嘱託）に振り替わり ↑公民館主事（嘱託）に振り替わり

Ｈ２９年度（直営＝市職員）

合計 合計正規
嘱託 属性 正規

7468

契約
嘱託

Ｈ３０年度（指定管理＝財団職員）

属性正規
契約

嘱託

74

合計

指定管理者制度
導入前後の構成

（ポスト数ベース）

（２）公民館の稼働率

指定管理 相当 直営相当 指定管理料 直営 指定管理料 直営
1,341,761 1,318,174 23,587 1,362,682 1,288,023 74,659 1,371,386 1,296,963 74,423

【主に再配分した費目】
人件費 1,027,766 1,027,766 0 738,090 738,090 0 760,458 760,458 0
主催講座報償費等 5,851 5,851 0 7,477 7,477 0 9,800 9,800 0
施設修繕料 16,840 16,840 0 95,931 65,028 30,903 70,547 35,255 35,292
図書資料購入費 6,347 6,347 0 12,740 12,740 0 14,220 14,220 0
消耗品費 5,034 5,034 0 55,704 55,704 0 42,247 42,247 0
樹木剪定 1,904 1,904 0 16,885 16,885 0 7,520 7,520 0

【導入により必要となった経費】
ネットワーク設置委託 34,560 34,560 41,910 41,910
一般管理費 12,365 12,365 12,592 12,592
法人消費税等 60,325 60,325 73,732 73,732

総額

指定管理者制度
導入前後の予算等

（単位：千円）

H29年度（直営） Ｒ元年度予算（指定管理）

合計(A) 合計（B）

H30年度決算見込み（指定管理）

合計（B）

含調理 除調理
平成30年度 39.8％ 45.8％
平成29年度 40.3％ 46.8％

※稼働率には含まれないが、予約が入っていない状態の諸室等について、
　　子どもへの開放を実施している。
　（平成30年度　16館で諸室の開放実施、30館でロビー開放を実施）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




